
事業番号 - - -

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

88% 85% 69%

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

14 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国民経済計算年次推計、四半期別GDP速報、民間非営利団体実態調査、民間企業投資・除却調査、地方公共団体消費状況等調査外

一般会計

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
内閣府設置法第4条第3項第6号

主要政策・施策

14 14 14

活動実績 件

当初見込み 件

令和元年度 令和2年度

14 14 14
統計を事前の公表予定どおりに公表した件数（四半期
別GDP速報、公表した統計調査の件数）

186.9

「公的統計の品質保証に関
するガイドライン」（平成22
年3月31日各府省統計主
管課長等会議申合せ）に基
づき、①統計を事前の公表
予定どおりに公表、②統計
の作成方法、利用上の注
意等の情報の公表、を継
続的に100％達成すること
を目標値として設定。

実施方法

平成30年度

％

国民経済計算に必要な経費 担当部局庁 経済社会総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 国民経済計算部 谷本　信賢

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

国民経済計算関連統計の作成のため、推計に必要な基礎調査の実施、推計プログラムの開発や修正、地域経済計算やサテライト勘定の調査研究を請負
契約により実施している。
また、四半期別GDP速報（QE）における地方政府の政府最終消費支出を推計するため、地方政府の予算執行状況を把握する必要があり、地方公共団体委
託調査を実施している。
「国民経済計算（ＳＮＡ）推計業務システム」の経費については、令和４年度概算要求からデジタル庁にて予算計上。

- -

172

- -

- -

①統計を事前の公表予定
通りに公表、②統計の作成
方法、利用上の注意等の
情報の公表を行った割合。

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

147.1

--

152

-

平成12年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

国連の示す国民経済計算体系の基準に則して、国民経済計算の推計を行い、四半期別GDP速報（QE）、国民経済計算年次推計を公表するとともに、地域
経済計算やサテライト勘定の調査研究を行っており、国民経済計算関連統計を作成・整備する。また、基礎資料が不足している分野については、民間非営
利団体実態調査等を独自に実施している。これらの事業を通じて政策判断材料を提供し、経済財政政策の企画・推進を支援すること、また国民への情報提
供を行うことをその目的としている。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
％

令和3年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

172 186.9 147.1 146.8 124.7

158.5 100.9

執行率（％） 88% 85% 69%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

-

100

-

公的統計の整備に関する基本的な計画(変更後/令和2年6月
2日閣議決定)

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

100 100

100

100 100

100

100 -

-

-

- -

146.8 124.7

関係する
計画、通知等

達成度

100

-

100

年度 年度-

平成30年度

令和3年度当初予算

113.2

24.5

5.3

2.8諸謝金

委員等旅費

計

5.3

2.8

2021 府

科学技術・イノベーション

1

20 0133

1

146.8 124.7

91.1

24.5

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

試験研究費

経済調査等地方公共団体
委託費

職員旅費
令和3・4年度

予算内訳
（単位：百万円）

主な増減理由令和4年度要求



-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

○

-

・国民経済計算の推計等の業務は、国の政策判断に重要な
基礎的材料を提供するものであることから、地方自治体や民
間等に委ねられない業務である。

○

評　価項　　目

・国民の高い関心事項である経済や景気動向について情報
提供し、経済財政運営や政策課題の研究に資するものであ
る。例えば、政府の景気判断として作成される月例経済報告
においてGDPが利用されている。

100100 -100 100

単位当たり
コスト

算出根拠

計算式 　　X/Y

令和2年度

千円/件 10,505

○

158,496千円/14件 146,806/14件

3年度活動見込

10,852 11,321

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

・外部委託に当たっては、原則として一般競争入札を行って
おり、費用の効率化に努めている。
・令和２年度に行った一般競争入札の一部において、一者応
札となった案件があったが、市場価格調査を通じ、入札公告
前に事業者に対して仕様書案を広く開示・意見募集し、提案
された意見がある場合には可能な限り仕様書に反映すること
に努めるなど、国民経済計算という専門的な分野の関連事
業への参入の促進を図っている。
・「国民経済計算(SNA)関連資料の保管業務」は、競争性の
ない随意契約によるものであったが、本契約は予算決算及
び会計令（昭和22年勅令第165号）において、随意契約によ
ることができる場合の規定のうち「運送又は保管をさせると
き。」に該当するものとして随意契約を行っており、また契約
前には、契約内容や費用面について精査を行っており、問題
はない。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

100 -

目標値 ％

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・国民経済計算の推計等の業務は、国の政策判断に重要な
基礎的材料を提供するものであり、適切な政策判断を行うに
当たり必要かつ優先度の高い業務である。特に政府の統計
改革においてはＧＤＰ統計（国民経済計算）の推計精度向上
が重要課題として位置づけられている。

・事業の実施に当たっては会計法規を遵守するとともに、可
能な限り競争性を確保するなどし、コスト等の水準の妥当性
確保に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・外部委託に当たっては、原則として一般競争入札を利用す
るほか、委託業務の小口化を実施し、参入の容易化を図って
いる。

○

・予算要求の際に、前年度の実績を踏まえて予算の所要の
見直しを図るとともに、外部委託を実施する際にも事業の必
要性を改めて精査した上で契約を行っている。

令和元年度 令和2年度

‐

‐

単位

「X=各年度執行額」／「Y=公表した統計の件数（上記活
動指標）」

単位当たり
コスト

‐

-

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

-

国
費
投
入
の
必
要
性

151,932千円/14件

令和元年度

147,063千円/14件

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

・国連の示す国民経済計算体系の基準に則して、国民経済計算の推計を行い、四半期別GDP速報（QE)、国民経済計算年次推計を公表するととも
に、地域経済計算やサテライト勘定の調査研究を行っており、国民経済計算関連統計を作成・整備する。また、基礎資料が不足している分野について
は、民間非営利団体実態調査等を独自に実施する。
・これら事業を通じて政策判断材料を提供し、経済財政政策の企画・推進を支援すること、また国民への情報提供を行うことをその目的としている。

- -
定量的指標

100

事業所管部局による点検・改善

年度年度

10,486

中間目標 目標年度

平成30年度

平成30年度

実績値 ％ 100

単位

「公的統計の品質保証に関するガイドライン」における
品質評価の観点を踏まえ、①統計を事前の公表予定ど
おりに公表、②統計の作成方法、利用上の注意等の情
報を公表。

施策 ②国民経済計算

政策 １６．経済社会総合研究の推進

測
定
指
標

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

国民経済計算の推計等の業務については、適時適切に業務の見直し、効率化を図るとともに、外部委託に当たっては、引き続き一般競争入札
の活用を通じて費用の効率化に努める。
・一者応札となった事業については、公告期間を十分に確保し、事業の品質確保に配慮しつつ入札参加資格の緩和等を行う。

・国民の高い関心事項である経済や景気について情報提供し、経済財政運営や政策課題の研究に資する国民経済計算の推計等の業務は、
国の政策判断に重要な基礎的材料を提供し、具体的には、政府の景気判断として作成される月例経済報告においてGDPが利用されているな
ど、適切にその目標が達成されている。
・また、外部委託に当たっては、原則として一般競争入札を行っており、さらに、市場価格調査を通じた入札公告前における仕様書案の開示・意
見募集や、委託業務の小口化を実施し、参入の容易化を図るなど、費用の効率化に努めている。
・市場価格調査による複数者の参考見積書の徴取等から、事業の競争性を確認し調達を行ったが、一部の事業については一者応札となった。

‐

・成果目標の達成を通じて、政策判断に必要な基礎的材料
を提供し、十分に活用されている。

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

・入札に関する工夫については高く評価できる。
・「国民への情報提供」について、指標化の余地はないか。

入札の実施にあたっては、引き続き市場価格調査の実施や公告期間の十分な確保などにより、一者応札の是正に努めていきたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

○

現
状
通

り

外部有識者の所見を踏まえ、一者応札の現状について、引き続き参入可能な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討するなど、一者応札
の是正に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

・成果目標は、①統計を事前の公表予定どおりに公表するこ
と、②統計の作成方法、利用上の注意等の情報を公表する
ことと設定し、いずれも当該目標を達成している。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連

事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

・活動指標は、統計を事前の公表予定どおりに公表した件数
（四半期別GDP速報、公表した統計調査の件数）と設定し、
事前の見込みどおり14件を公表した。

内閣府経済社会総合研究所　http://www.esri.go.jp/index.html

「支出先上位10者リスト」における落札率については、予定価格が推測されることから非表示としている。

現
状
通

り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成23年度 0152

平成24年度 0147

平成27年度

平成26年度

令和2年度 内閣府 0119

平成25年度 0104

0102

平成22年度 0148

0109

0097平成28年度

平成29年度 0101

平成30年度 0108

令和元年度 内閣府 0118



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

9

A.（株）アリス

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

4

金　額
(百万円）

令和２年度県民経済計算標準方式等の整
備作業

使　途

雑役務費

B.（株）エス・アール・シー

金　額
(百万円）

38

費　目 使　途

計 38 計 9

雑役務費
令和２年（2020年）度「人的資本サテライト
勘定」等に関する検討作業

7 雑役務費
「民間企業投資・除却調査オンライン回答シ
ステム」の改修等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費民間企業投資・除去調査実査業務

費　目

C.（株）東京商工リサーチ D.アクティブ・ティ（株）

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
令和２年度民間非営利団体実態調査実査
作業

4 雑役務費 単価指数推計システムの機能拡充作業 2

計 7 計 4

使　途

計計 4

E.（株）アリス F. （株）リベルタス・コンサルティング

費　目

2

Ｈ.　（株）ＳＲＣ総合研究所
１百万円

Ｇ.　（株）システムアルテ
１百万円

Ｉ.　（株）ＳＲＣ総合研究所
０．５百万円

J.　地方公共団体（45都道府県及び19政令指定都市）
２３百万円

Ａ.　（株）アリス
３８百万円

Ｂ.　（株）エス・アール・シー
　９百万円

Ｆ. （株）リベルタス・コンサルティング
２百万円

Ｄ.　アクティブ・ティ（株）

　４百万円

Ｃ.　（株）東京商工リサーチ
　７百万円

Ｅ. （株）アリス
４百万円

経済社会総合研究所

１０１百万円

Ｋ．事務費
１２百万円

システムの整備・開発、統計調査の実施、調査研究 ８９百万円 旅費、諸謝金、備品・消耗品費、印刷製本費等

【一般競争（総合評価）】

民間企業投資・除去調査実査業務

令和２年度県民経済計算標準方式等の整備作業

「民間企業投資・除却調査オンライン回答システム」の改修等

令和２年度民間非営利団体実態調査実査作業

単価指数推計システムの機能拡充作業

内閣府経済社会総合研究所次期システム更改に係る国民経済計算推計アプリケーションの検証支援業務

【一般競争（最低価格）】

【一般競争（最低価格）】

【一般競争（総合評価）】

令和２年（2020年）度「人的資本サテライト勘定」等に関する検討作業

【一般競争（最低価格）】

国民経済計算年次推計ストック編表章システムの改修作業

２０１５年基準における固定資産年次推計システムの改修・合理化作業

【一般競争（最低価格）】

令和2年度度地方公共団体消費状況等調査

【随意契約（少額）】

【随意契約（少額）】

【随意契約（少額）】

【随意契約（その他）】



☑

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）アリス 7011101045447
令和２年度民間非営利団
体実態調査実査作業

3.8
一般競争契約
（最低価格）

8 - -

アクティブ・ティ（株） 2180001045157
「民間企業投資・除却調査
オンライン回答システム」の
改修等

3.9
一般競争契約
（最低価格）

2 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）アリス

費　目 使　途

雑役務費
内閣府経済社会総合研究所次期システム
に係る国民経済計算推計アプリケーション
の検証支援業務

1

1

1

入札者数
（応募者数）

落札率

雑役務費
２０１５年基準における固定資産年次推計
システムの改修・合理化作業

契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

金　額
(百万円）

G.（株）システムアルテ H.（株）ＳＲＣ総合研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）

2 -

法　人　番　号

7011101045447 38.4

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
民間企業投資・除去調査実
査業務

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）エス・アール・
シー

8010401004483
令和２年度県民経済計算
標準方式等の整備作業

8.8
一般競争契約
（総合評価）

1 -

1
（株）東京商工リサー
チ

5010001134287
令和２年（2020年）度「人的
資本サテライト勘定」等に
関する検討作業

6.5
一般競争

（総合評価）
2 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）リベルタス・コン
サルティング

4010401058533
単価指数推計システムの
機能拡充作業

2.3
一般競争契約
（最低価格）

2 - -

計 1 計 1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



G

H

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ＳＲＣ総合研究
所

1010401004481
２０１５年基準における固定
資産年次推計システムの
改修・合理化作業

1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

－

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1 （株）システムアルテ 2010701004338

内閣府経済社会総合研究
所次期システムに係る国民
経済計算推計アプリケー
ションの検証支援業務

1
随意契約
（少額）

- - -

1



計 3 計 0

雑役務費 国民経済計算（SNA）関連資料の保管業務 3

K.三菱倉庫（株） L.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.5 計 0.4

0

雑役務費 電話、郵便料等 0

国民経済計算年次推計ストック編表章シス
テムの改修作業

0.5 賃金 非常勤職員代 0.4

需用費 コピー代等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.（株）ＳＲＣ総合研究所 J.北海道

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費



I

J

K

4

3

2

（株）日本経済研究
所

6010001032853
物品購入（企業財務データ
バンク）

0.9
随意契約
（少額）

- - -

7

6

5 （株）マルト 5290001005758
「令和２年度県民経済計算
担当者研究会議」に係る運
営等業務

0.9
随意契約
（少額）

- - -

（株）内浦 8010601001198 印刷製本 0.8
随意契約
（少額）

-

10

9

8

富士通（株） 1020001071491 ＬＡＮ配線作業 0.4
随意契約
（少額）

- - -

（株）アライ印刷 6010901000777
印刷製本（令和元年度民間
非営利団体実態調査報告
書）

0.3
随意契約
（少額）

- - -

- -

（一財）土地情報セン
ター

2010005016674
物品購入（地価公示データ
外）

0.6
随意契約
（少額）

- - -

（株）山王プリント 4010001044644
印刷製本（「民間非営利団
体実態調査」調査用品）

0.4
随意契約
（少額）

- -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱倉庫（株） 8010001034947
国民経済計算（SNA）関連
資料の保管業務

2.5
随意契約
（その他）

-

8

7

6

茨城県 2000020080004
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

- - -

10

9 栃木県 5000020090000
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

- - -

群馬県 7000020100005
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

-

山形県 5000020060003
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

- - -

福島県 7000020070009
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

- - -

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北海道 7000020010006
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

-

5

4

3

宮城県 8000020040002
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

- - -

秋田県 1000020050008
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

- - -

- -

青森県 2000020020001
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

- - -

岩手県 4000020030007
地方公共団体消費状況等
調査

0.4
随意契約
（その他）

- -

（株）ＳＲＣ総合研究
所

1010401004481
国民経済計算年次推計ス
トック編表章システムの改
修作業

0.5
随意契約
（少額）

- - -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

- -

メディアランド（株） 9010001105037
印刷製本（平成３０年度国
民経済計算年報　外）

1.3
随意契約
（少額）

- - -

朝日梱包（株） 9010601040880
梱包発送（平成３０年度国
民経済計算年報　外）

0.9
随意契約
（少額）

- - -

-
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